
議第37号

       令和 ５ 年度宮津市水道事業会計補正予算（第２号）

第 １ 条  令和５年度水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

第 ２ 条  令和５年度水道事業会計予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

支              出

   第 １ 款    水道事業費用 １２，０００千円 ６５７，３０７千円

      第 ２ 項  営業外費用 １２，０００千円 ６０，９６１千円

        令和６年２月21日提出

宮津市長    城　　﨑　　雅　　文

６４５，３０７千円

４８，９６１千円
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  支      出   

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 水道事業費用 645,307 12,000 657,307

2 営業外費用 48,961 12,000 60,961

2 消費税及び地方消 2,609 12,000 14,609 消費税及び地方消 12,000 消費税及び地方消費税 12,000

費税 費税 　消費税及び地方消費税

水道事業会計補正予算（第２号）実施計画及び各目明細書

収 益 的 支 出

12,000

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額
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（ 単位： 円 ）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 73,071,000

減価償却費 267,562,000

固定資産除却費 780,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 85,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 66,209,000

資本費繰入収益 △ 67,610,000

受取利息 △ 100,000

支払利息 44,997,000

未収金の増減額（△は増加） △ 1,693,695

未払金の増減額（△は減少） △ 42,182,796

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,000

前受金の増減額（△は減少） △ 1,182,030

預り金の増減額（△は減少） 0

　小　　計 207,357,479

利息の受取額 100,000

利息の支払額 △ 44,997,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 162,460,479

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 545,476,000

投資活動による未収金等の増減額（△は増加） △ 33,203,100

投資活動による前払金等の増減額（△は増加） 0

投資活動による未払金等の増減額（△は減少） △ 438,162,093

長期前受金の受け入れによる収入 43,133,000

他会計からの繰入金による収入 67,610,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 906,098,193

令和５年度  水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 533,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 249,026,331

リース債務の返済による支出 0

その他の他会計借入金の返済による支出 △ 5,790,223

他会計からの出資による収入 1,101,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 280,084,446

△ 463,553,268

745,058,395

281,505,127

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高
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令和6年3月31日

（ 単位： 円 ）

１ 固定資産

（１）

ア 196,323,068

イ 371,453,557

105,914,878 265,538,679

ウ 9,093,501,147

3,581,353,053 5,512,148,094

エ 2,164,829,630

1,206,324,951 958,504,679

オ 5,795,028

4,831,192 963,836

カ 12,365,815

9,724,387 2,641,428

キ 24,631,699

23,400,113 1,231,586

ク 137,519,000

7,074,870,370

7,074,870,370

２ 流動資産

（１） 281,505,127

（２） 110,970,300

ア △ 700,000 110,270,300

（３） 0

（４） 5,703,577

（５） 0

（６） 0

397,479,004

7,472,349,374

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令和５年度  水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物
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３ 固定負債

（１） 4,222,798,394

（２） 0

（３） 10,842,000

ア 10,842,000

（４） 117,574,415

4,351,214,809

４ 流動負債

（１） 238,298,016

（２） 0

（３） 26,498,000

（４） 591,018

（５） 4,642,000

ア 4,642,000

（６） 7,148,185

277,177,219

５ 繰延収益

（１） 2,997,236,984

（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,479,224,374

1,518,012,610

6,146,404,638

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

引 当 金

リ ー ス 債 務

引 当 金

修 繕 引 当 金

その他固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 の 部

企 業 債
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６ 資本金 818,455,574

７ 剰余金

（１）

ア 9,535,976

イ 1,550,000

ウ 15,155

エ 30,390

オ 36,003,255

47,134,776

（２）利益剰余金

ア 0

イ 79,691,046

ウ 220,000,000

エ 160,663,340

460,354,386

507,489,162

1,325,944,736

7,472,349,374

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

資 本 の 部
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注記

Ⅰ.重要な会計方針
1 　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　○○原価法による先入先出法
2 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）
・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数
　建物 14年～50年
　構築物 ３年～80年
　機械及び装置 ２年～20年
　車両運搬具 ５年
　工具器具及び備品 ２年～15年

(2) リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

3 　引当金の計上方法
(1) 賞与引当金

(2) 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

4 　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ.その他の注記
1 　新会計基準移行に係る経過措置

(1) 修繕引当金に関する経過措置
平成26年３月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

2 　引当金の取り崩し
(1) 賞与引当金
　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金4,686,000円を取り崩す予定で
　ある。
(2) 貸倒引当金
　　当年度において水道料金を不納欠損するため、貸倒引当金700,000円を取り崩す予定である。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の
　負担に属する額を計上している。
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